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第１四半期決算概要 

(億円）
11年度
第１Q

12年度
第１Q

13年度
第１Q

14年度
第１Q

前年
同期比

進捗率
(年度ﾍﾞｰｽ)

年度
予算

221 240 213 197 △ 15 +25.4% 777

193 184 195 197 +2 +25.6% 772

136 135 127 123 △ 4 +25.6% 481

84 105 86 74 △ 11 +25.2% 296

56 49 67 74 +7 +25.7% 290

13 11 3 △ 0 △ 4 △1.2% 40

△ 4 △ 0 29 △ 0 △ 29 △1.6% 5

65 91 110 73 △ 36 +28.8% 254

0 6 4 32 +28 +41.8% 78
△ 0 △ 0 0 △ 0 △ 0 +0.0% 3

65 84 106 40 △ 65 +23.7% 171

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

株式等損益

四半期（当期）純利益

実質業務純益

経常利益

コア業務純益

業務粗利益

コア業務粗利益

経費

与信関係費用

《足利銀行単体損益》 

《足利ホールディングス連結損益》 

(億円）
11年度
第１Q

12年度
第１Q

13年度
第１Q

14年度
第１Q

前年
同期比

進捗率
(年度ﾍﾞｰｽ)

通期業績
予想

262 279 276 237 △ 39 +25.8% 920

224 243 220 205 △ 14

157 156 149 145 △ 4

19 12 6 4 △ 2

△ 4 △ 0 23 △ 0 △ 24

44 73 88 56 △ 31 +31.4% 180

2 9 5 33 +28

0 0 1 1 +0

41 65 81 21 △ 59 +14.2% 150四半期（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

経常収益

経常利益

連結粗利益

営業経費

与信関係費用

株式等損益
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預貸金平残・利回り 

《貸出金平残・預金等平残の推移》 

48,033 
50,325 51,265 

49,581 
52,814 

36,132 
38,322 

39,923 
37,186 

39,721 

13/3期 14/3期 15/3期 13：１Q 14：１Q 

預金等平残 貸出金平残 

1.56% 
1.45% 

1.36% 
1.47% 

1.38% 

0.06% 0.05% 0.04% 0.06% 0.05% 

1.50% 
1.40% 

1.32% 
1.41% 

1.33% 

13/3期 14/3期 15/3期 13：１Q 14：１Q 

貸出金利回① 預金等利回② 

預貸金利回差①-② 

《預貸金利回りの推移》 

 貸出金平残、預金等平残とも、それぞれ順調に増加。 
 貸出金利回りは、低下傾向が続くも、ペースは鈍化し、概ね見通し通りの水準。 

（億円） 

計画 計画 

(△0.09%) 

(△0.08%) 

(△0.01%) 

(△0.09%) 

(△0.08%) 

(△0.01%) 

(+2,535) 

(+3,233) 

(+1,601) 
(+2,190) 

(+940) (+2,292) 
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貸出要因 
＋0.4 

トップライン 

 コア業務粗利益は、前年同期比＋2億円の197億円。 
 うち資金利益は、前期同期比で、貸出、預金、有価証券の各要因がプラスとなり、＋3億円の164億円。 

《コア業務粗利益 【BK単体】》 

169 
159 160 164 

22 
23 

32 32 

194 
184 

195 197 

11：１Q 12：１Q 13：１Q 14：１Q 

資金利益 役務取引等利益 その他業務利益 

（億円） 

＋3 

《資金利益増減要因（前年同期比）》 

160.9 
億円 

 
 
 
 

164.2 
億円 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

預金等 
平残 
要因 

△0.4 

△8.3 

貸出 
利回り 
要因 

有証 
平残 
要因 

13：１Ｑ 14：１Ｑ 

＋3.2 

（億円） 

貸出 
平残 
要因 

＋8.7 

 
 
 

預金等 
利回り 
要因 

＋1.1 

有証 
利回り 
要因 

預金等要因 

＋0.7 

有価証券要因 

＋1.9 

±0 

＋3.9 △2.0 

 
 

他 

＋0.2 
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貸出金（末残） 

 貸出金末残は、住宅ローン、中小企業向け貸出を中心に増加し、前年同期末比＋2,080億円の3兆9,961億円（年
率＋5.4％）。 

《貸出金残高の推移（末残）》 （億円） 

12,183 12,985 13,203 14,251 14,463 

13,925 13,928 14,151 
14,906 14,752 

4,313 
4,879 4,471 

4,903 4,735 
5,989 

5,960 6,056 
6,013 6,011 

36,410 
37,752 37,881 

40,073 39,961 

12/3末 13/3末 13/6末 14/3末 14/6末 

住宅ローン 中小企業 国・地公体向け その他 

＋2,080 

《貸出金残高の増減内訳（前年同期末比）》 （億円） 

住宅 
ローン 

＋1,259 

 
 

その他 

中小 
企業 

＋601 
国・地公
体向け 

＋264 

＋2,080 
(年率＋5.4％) 

△45 
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預金等（末残） 

 預金等末残は、個人、法人、譲渡性預金とも増加し、前年同期末比＋2,796億円の5兆3,262億円（年率＋5.5％）。 

《預金等残高の推移（末残）》 （億円） 

32,640  33,370 34,166 34,492 35,085 

10,356  
10,571 

11,408 11,123 
12,367 

3,865  
3,880 

2,803 3,963 
3,075 

1,699  
1,809 2,088 

2,260 
2,734 

48,561  
49,630 

50,466 
51,839 

53,262 

12/3末 13/3末 13/6末 14/3末 14/6末 

個人 法人 公金＋金融 譲渡性預金 

＋2,796 

《預金等残高の増減内訳（前年同期末比）》 （億円） 

公金 
＋金融 

法人 

＋645 

＋272 

＋959 

個人 

＋918 

＋2,796 
(年率＋5.5％) 

譲渡性 
預金 
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個人預り資産／個人金融資産 

 個人預り資産は、前年同期末との対比で、債券残高が個人向け国債の満期償還等により減少したものの、保険
および投資信託の増加により前年同期末比＋127億円の7,051億円。 

 個人円預金、個人外貨預金と個人預り資産を合わせた個人金融資産残高は、同比＋1,046億円の4兆2,136億円。 

《個人預り資産残高の推移(末残）》 （億円） 

2,328 
2,698 2,667 2,820 2,914 

2,182 

2,589 2,572 
2,728 2,771 

1,941 

1,741 1,683 1,434 1,366 
6,452 

7,029 6,924 6,983 7,051 

12/3末 13/3末 13/6末 14/3末 14/6末 

投資信託 保険 債券(約定ﾍﾞｰｽ) 

《個人金融資産残高の推移》 （億円） 

32,431 33,191 34,006 34,357 34,953 

208 
178 

160 135 
131 6,452 

7,029 
6,924 6,983 

7,051 

39,092 
40,400 

41,090 41,476 
42,136 

12/3末 13/3末 13/6末 14/3末 14/6末 

個人円預金 個人外貨預金 

個人預り資産 
＋127 

△317 

＋198 

＋1,046 

＋127 

△29 

＋947 

＋246 
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99

175

349
324

383

135

313 294
350

49

11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 14/6末

銀行単体 HD連結

有価証券 

 有価証券残高は、前期末比＋744億円の1兆2,798億円。国債、地方債、社債、株式に加え、外国債券・投資信託
等のその他の有価証券残高も増加。円貨債券のデュレーションは4.7年。 

 「その他有価証券（満期保有以外）」の評価損益は、銀行単体・ＨＤ連結とも前期末比増加。 

《有価証券残高（末残）》 

6,818

3,633 4,396 4,394 4,410

3,717

4,145 3,116 2,570 2,705

2,063

3,432
2,868

2,695 2,796

667

674
800

718 731

377

429
976

1,675
2,154

3.9年 3.5年 3.8年 4.4年 4.7年

13,643

12,314 12,158 12,054
12,798

11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 14/6末

国債 地方債
社債 株式
その他 円貨債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ

（億円） 《その他有価証券の評価損益 (BK単体・ＨＤ連結）》 
（億円） 

※その他有価証券＝満期保有目的以外の有価証券 

※円貨債券＝国内債券＋円建外国債券 
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【BK単体】

14/3末比

評価損益 383 +59

債券 100 +35

株式 244 +13

その他 37 +10

14/6末

【HD連結】

14/3末比

評価損益 350 +56

債券 100 +35

株式 208 +13

その他 40 +6

14/6末



38 
45 

74  

40 

△ 0.5 

50 
56 

78  

51 

4.2 

0.11% 0.12% 

0.19% 

0.10% 

12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 14：１Q 

BK単体 HD連結 BK与信関係費用比率 

不良債権／与信関係費用 

260 336 317 347 313 

754 
775 813 715 714 

175 
111 95 

81 91 

1,190 1,223 1,225 
1,144 1,119 

3.39% 3.32% 
3.20% 

2.81% 2.76% 

11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 14/6末 

要管理債権 危険債権 

破綻更生債権等 不良債権比率 

 不良債権（金融再生法開示債権）残高は、前期末比△25億円の1,119億円。不良債権比率は前期末比△0.05％の
2.76％。 

 与信関係費用は、銀行単体が△0.5億円、HD連結が4.2億円と低位で推移。 

《金融再生法開示債権の推移》 （億円） 《与信関係費用【HD連結・BK単体】》 （億円） 

※与信関係費用比率＝与信関係費用／貸出金平残 

295 269 182 219 211 

206 177 
207 187 187 

502 
447 

389 407 399 

11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 14/6末 

個別貸倒引当金 一般貸倒引当金 

《貸倒引当金残高の推移【BK単体】》 

（億円） 

計画 

14/3末 
保守的な算定方法
への変更による影
響額  
 ＋40億円 
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1,466 

1,850 

2,098 

2,362 
2,529 

2,347 2,424 

811 

1,071 
1,236 

1,413 
1,572 

1,468 1,517 

5.75% 

7.63% 
8.63% 

9.47% 9.70% 
8.49% 8.56% 

3.18% 
4.41% 

5.08% 5.67% 6.03% 
5.25% 5.31% 

09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 14/6末 

自己資本額 Tier1

自己資本比率 Tier1比率 

自己資本比率 

 自己資本比率は、14/3期末よりバーゼルⅢ国内基準が適用され。14/6末のHD連結の自己資本比率は、経過措
置適用後で8.56％、経過措置適用なしベースで5.31％。 

《HD連結ベースの自己資本比率》 （億円） 

（新国内基準） 

主な経過措置 

劣後債務 
 800億円 

・2015/3期より
10％ずつ減額 

バーゼルⅡ バーゼルⅢ 

経過措置 

適用あり 

適用なし 

適用あり 

適用なし 
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（億円） 
上半期 
見通し 

第1四半
期実績 

上半期 
進捗率 

通期 
見通し 

連結経常収益 450 237 52.8% 920 

連結経常利益 80 56 70.6% 180 

法人税、住民税及
び事業税 

40 33 83.8% 80 

法人税等調整額 0 1 - ▲50 

連結当期純利益 40 21 53.6% 150 

（補足）2014年度上半期業績見通しに対する進捗 

 連結納税移行による
繰延税金資産の増加 

 法定実効税率：
35.37％ 
 

 税負担が大きく見える
主な要因： 
のれん償却 62億円 
（損金不算入） 

 税負担率が高い主な要因 
 ①のれん償却 15億円 
 ②一般貸倒引当金の無税繰入限度額減少（課税所得増加） 約40億円 等 
   （税務上の貸倒実績率低下0.18％→0.07％） 

《足利ホールディングス連結》 
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事前に株式会社足利ホールディングスの許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製
し、又は第三者に配布することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみを目的として作
成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。本資料に記載され
た事項の全部又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。本資料には将来の業
績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではな
く、経営環境の変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。 


